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 [要約] 

 2015 年の訪日外客数は 1,974 万人と 2012 年対比で倍以上に増加。さらに、政府は 2020

年に 4,000 万人、2030 年に 6,000 万人を目標に掲げており、観光先進国に向けた取り

組みが進む中、インバウンド関連データへの関心が高まっている。 

 一般的に時系列データには季節性が含まれていることが多く、見方を誤れば間違った判

断をしかねない。そこで訪日外客数の季節性に着目すると、学校の長期休暇や花見、紅

葉のシーズンに増加する傾向があり、一方で梅雨など天候が悪い時期、長期休暇の端境

期などで減少する傾向がある。 

 さらに、国・地域に分けてデータを確認すると、中国の春節の時期は訪日外客数の増加

が期待されるが、実際にはそれほど多くないことがわかった。また、10 月にはヨーロ

ッパやアメリカなど遠方からの訪日客が増加することなど、国・地域ごとに特徴がある

ことがわかった。 

 百貨店の売上が増えるなどインバウンドに関する明るい話題が多い中、宿泊施設が不足

するなどの問題点も指摘されている。訪日外客数をさらに増やすためには供給制約の緩

和が重要である。さらに、今回見てきたような訪日外客の季節性や地域性、目的を捉え、

ターゲットを絞ったＰＲを行い訪日客の分散を促すといった対策を講じることも、イン

バウンドのさらなる拡大に寄与すると期待される。 
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政府肝いりのインバウンド 

2014 年の消費税率引上げ以降、日本経済が伸び悩む中で最も注目を浴びているのは「インバ

ウンド（日本を訪れる外国人旅行者）」ではないだろうか。日本への外国人旅行者（訪日外客数）

は 2015 年に 1,974 万人と、2012 年（836 万人）からの３年間で倍以上に増えている（図表１）。

背景にはビザの発給緩和や免税制度の拡充、航空ネットワーク拡大、為替相場の円安方向への

動きなどが挙げられる。さらに、政府は 2016 年３月に「明日の日本を支える観光ビジョン」1を

策定し、訪日外客数を 2020 年に 4,000 万人、2030 年に 6,000 万人まで増やすことを目標に掲げ

た。2016 年４月からは、これまで入場制限を行っていた迎賓館の一般公開を通年で行うなど、

インバウンドは政府が力を入れている分野の一つであろう。 

図表１ 訪日外客数の推移 

 
（出所）日本政府観光局（ＪＮＴＯ）より大和総研作成 

 

訪日外客数には季節性が含まれる 

足下でも、2016 年８月 17 日に日本政府観光局より発表された７月の訪日外客数は、229.7 万

人と単月としては過去最高を記録し、引き続きインバウンドの好調さを表しているように見え

る。しかし、注目されているからこそ、データの見方には注意が必要だろう。時系列のデータ

を扱う場合、一般的には前年同月と比較して傾向を判断することはできるが、単純に前月と比

較できないことが多い。例えば、2016 年５月の訪日外客数の場合、前年同月比は 15.3％増であ

った一方、前月比は 9.0％減と符号が逆転している。 

これは訪日外客数に含まれる季節性が影響している。季節性とは、例えば８月には学校の長

期休暇のため旅行者が増える傾向にあり、長期休暇が終わる９月にかけては前月比で旅行者が

減少することなどが挙げられる。こうした季節性を理解したうえでデータを見なければ、2016

                                 
1 観光庁ウェブサイト：http://www.mlit.go.jp/kankocho/topics01_000205.html 
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年５月の訪日外客数のように、前年同月比と前月比のどちらが実態を示しているのか判断がで

きない2。 

 

訪日外客数は学校の長期休暇、花見、紅葉シーズンに増加する傾向 

そこで訪日外客数の季節性を確認するため、2006 年から 2015 年までの月次データを用い、訪

日外客数の総平均（全ての月次データの平均）を 100 としてそれぞれの月の 10 年平均を指数化

した（図表２左）。図表からは、訪日外客数は一年のうちで７月が最も多く、続いて 10 月、８

月、４月が多い傾向にあることがわかる。７月、８月は学校の長期休暇である国が多いことが

考えられ、４月は日本の花見シーズン、10 月は日本の紅葉シーズンであることが訪日外客数の

増加に寄与している可能性がある。一方で、２月、６月、９月、11 月などは訪日外客数が少な

い傾向にある。これらは、海外の長期休暇が少ないことや、梅雨など天候が良くないシーズン

であることが影響している可能性があろう。 

続いて、各年の訪日外客数の平均を 100 とした指数を 2006 年から 2015 年のそれぞれの年で

作成した（図表２右）。2008 年後半はリーマン・ショックの悪影響があり、2011 年は東日本大

震災があったため３月、４月に大きく落ち込むなど特殊要因が見られる年もあるが、それ以外

の年の月別データに関しては総じて同パターンで推移する傾向が見られる。 

 

図表２ 訪日外客数（全体）の季節性 

  
（注）左図は 2006 年から 2015 年の全月次データの平均を基準として、それぞれの月の平均を示した。 

（出所）日本政府観光局（ＪＮＴＯ）より大和総研作成 

 

                                 
2 なお、季節性の含まれるデータを前月比で見る場合は季節調整を施すことが一般的である。ここでは季節性に

着目するため季節調整を施さないが、季節調整については総務省統計局ウェブサイトを参照。

http://www.stat.go.jp/koukou/trivia/careers/career9.htm 
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地域によって異なる特徴を持つインバウンド 

これまでは訪日外客数全体の季節性について確認してきたが、国・地域別に固有の特徴があ

るのだろうか。そこで、2015 年の訪日外客数を国・地域別に分けた（図表３）。2015 年の訪日

外客数のうち最も多かったのは中国からで、499 万人と全体の約 25％を占めた。韓国、台湾、

香港が続き、他にタイやシンガポールなどを加えたアジアは全体の約 84％を占める。日本のイ

ンバウンドは近隣諸国に支えられている構図であることが明らかになった。このほか、ヨーロ

ッパは 6.3％、アメリカは 5.2％のシェアとなっている。 

 

図表３ 2015 年の国・地域別訪日外客数 

 
（出所）日本政府観光局（ＪＮＴＯ）より大和総研作成 

 

 

それぞれの国・地域の季節性を確認するため、再掲・図表２を基に国・地域別に確認した（図

表４）。まず注目すべき点は、中国の訪日客数は、春節の時期に増加していないことである。中

国の春節は毎年１月から２月のうち、１週間が休日となる移動休日であり、国中がお休みモー

ドに入るといわれている。そのため、日本への旅行者数の増加が期待されるところだが、中国

側の出国統計を確認しても、この時期の海外旅行は多くない。これは、中国では伝統的に里帰

りをして春節を過ごす慣習などが影響している可能性がある。また、2010 年や 2012 年の後半の

中国の訪日客数は例年より下振れが目立つ。これは、尖閣諸島問題に端を発した反日デモが激

化した時期と重なる。外交問題も訪日外客数に影響を与える可能性が指摘できるだろう。 

韓国においては、７、８月の夏休みシーズンに訪日客数が増えることに加えて、12 月から２

月にかけても高い水準となっている。これは、北海道で行われる「さっぽろ雪まつり」の人気

が高いことや、例えば韓国のソウルに比べて東京など日本の平均気温が高いことから、避寒地

として訪れている可能性がある。 
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準であり、さらに 10 月が最も訪日客数が多いことが特徴として挙げられる。それぞれ花見、紅

葉のシーズンであり、日本の観光資源が訪日客を呼び込んでいると考えられる。もっとも、2015

年訪日外国人消費動向調査において、訪日する動機として「四季の体感」を挙げる者は 10.0％

と多くない3。また、日本の主な紅葉シーズンは 11 月であり、10 月だけ増加することは根拠に

乏しい。他に考えられる可能性としては、航空運賃が安いことが挙げられよう。一般的に航空

運賃は需給によって決まり、旅行需要が弱い時期の航空運賃は安くなる。10 月の訪日外客数が

多い地域はヨーロッパやアメリカであり、これらの国は比較的日本から距離が遠い国であるた

め、アジアなど近隣諸国に比べて日本行きの航空運賃が高い傾向にある4。そのため、一般的に

航空運賃の安い４月や 10 月は遠方からの訪日外客数が押し上げられる可能性がある。 

 

図表４ 国・地域別の訪日外客数の季節性 

     

                                 
3 同調査における「訪日前に期待していたこと」という問いに対する回答であり、回答が多かったのは「日本食

を食べること」が 69.7％、「ショッピング」が 55.3％、「自然・景勝地観光」が 44.0％の順に高い。花見や紅葉

は「自然・景勝地観光」に含まれている可能性には留意が必要だろう。 

http://www.mlit.go.jp/common/001126531.pdf 
4 2015 年訪日外国人消費動向調査において、個別手配者の国際旅客運賃の単価を比較すると、一人当たり平均

が 89,970 円である全国籍・地域に対して、英国が 197,756 円、ドイツが 155,815 円、アメリカが 215,173 円と

なっている。 
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（注）左図は 2006 年から 2015 年の全月次データの平均を基準として、それぞれの月の平均を示した。 

（出所）日本政府観光局（ＪＮＴＯ）より大和総研作成 

 

国・地域ごとに異なる宿泊先の特徴 

国・地域ごとに季節性が異なることがわかったが、滞在中の訪問地には違いがあるのだろう

か。観光庁「宿泊旅行統計調査」を用いて、代表的な都道府県ごとに外国人の宿泊日数の国・

地域別シェアを見てみると、訪日外客数と同様に、中国、韓国、香港、台湾など東アジアの国・

地域のシェアが高い。特徴的な点としては、欧州やアメリカの旅行者は、広島や京都で高いシ

ェアを占める一方で北海道や沖縄でシェアが低いこと、韓国の旅行者は福岡でシェアが非常に

高いことなどが挙げられる。国・地域によって日本旅行に求めるものが違うことが背景にある

と考えられる。 

観光庁「訪日外国人消費動向調査」によれば、国・地域ごとの旅行支出の内訳が大きく異な

っており、例えば 2015 年の旅行支出に占める買物代の割合は中国が 57.1％、韓国が 29.5％、

台湾が 42.0％となっている。一方、英国が 14.8％、フランスが 17.6％、アメリカが 16.7％と

なっており、欧米諸国はアジア諸国に比べて買物代の割合が低く、高いのは宿泊料金などであ

る5。このように、支出の内訳を見ると国・地域によって訪日目的が異なることがわかるだろう。 

                                 
5 旅行支出に占める宿泊料金は、中国が 17.7％、韓国が 29.9％、台湾が 25.5％、英国が 46.1％、フランスが

40.5％、アメリカが 42.2％となっている。 
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図表５ 2015 年の外国人宿泊者の国・地域別構成比 

 
（注）欧州はイギリス、フランス、ドイツの合計 

（出所）観光庁「宿泊旅行統計調査」より大和総研作成 

 

 

季節性や地域性を考慮することがインバウンドのさらなる拡大に寄与 

月ごとのデータを確認することで、季節によって訪日外客数が異なることがわかった。また、

国・地域によって日本を訪れる時期や目的が異なる点も興味深い。インバウンドがブームにな

って以来、百貨店や免税品の売上が増加するなど明るい面が評価される一方、ピーク時には宿

泊施設が不足するなど問題点も指摘されている。他にも、空港の発着回数の制約など交通機関

をはじめとした様々なインフラ設備などにも制約がある。 

訪日外客数を 2020 年に 4,000 万人、2030 年に 6,000 万人に増やすためには、こうした供給制

約の緩和が重要である。しかし、インバウンドを一括りにするのではなく、今回見てきたよう

な訪日外客の季節性や地域性、目的を捉えることで、ターゲットを絞ったＰＲを行い訪日客の

分散を促すといった対策を講じることも、インバウンドのさらなる拡大に寄与すると期待され

る。今回は東アジアや欧米の国・地域を中心に取り上げたが、他の国・地域にも固有の特徴が

あると考えられる。インバウンドに関するよりきめ細やかな分析が求められよう。 
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